
 

 

持続可能な経営のための適正価格への改定について 

～ 市民への理解醸成に向けた取り組み ～ 

 

ひたちなか商工会議所 

 会 頭 柳  生  修 

 

平素より商工会議所活動にご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、現下の日本経済は、不安定な世界情勢の影響により、原材料価格やエネルギー

価格の高騰、円安の進行に加え、深刻な人手不足への対応に伴う人件費の上昇など、企

業を取り巻く経営環境はかつてないほど厳しさを増しています。 

 こうした状況の中、ひたちなか商工会議所では、全国 516 商工会議所との連携によ

り、取引価格の適正化に向けた取り組みを進めています。また、「パートナーシップ構

築宣言」の普及推進を通じて、企業規模を問わず共存共栄できる取引環境づくりや、適

正な価格形成に対する理解の醸成に努めています。 

 地域経済を支える中小企業・小規模事業者が持続的な成長を実現し、従業員の賃上げ

や人材確保、さらには品質やサービスの維持・向上を図っていくためには、事業に見合

った適正な価格で商品やサービスを提供していくことが不可欠と考えます。 

 昨年９月、本商工会議所が実施したアンケート調査では、B to B（企業間取引）にお

ける価格改定は進んでいる一方で、特に、B to C（消費者向け取引）については、回答

企業の約 4 割から「価格改定を実施していない」との回答がありました。 

 価格の見直しは決して容易ではないことは承知しておりますが、それは単に利益を確

保するためではなく、事業を守り、従業員を守り、そしてお客様へ良質な商品やサービ

スを将来にわたり提供し続けるための経営判断でもあります。 

 未だ適正価格への改定を保留されている会員事業所の皆様におかれましては、上昇す

るコストを適正に反映した価格設定についてご検討いただき、持続可能な経営の実現に

向け、勇気をもって価格改定に取り組まれてはいかがでしょうか。 

 本商工会議所では、価格改定に関する相談窓口を設置しております。お困りごとやご

相談がございましたら、ぜひご活用ください。 

 

 

 ※本会報に同封のチラシ「やむを得ない価格改定にご理解をお願いします」を、 

  店頭などに掲示して、ご活用ください。 

 

 ※同チラシは、本年度発行の「プレミアム商品券」冊子に掲載し、市民向けに１０万

枚を配布して、価格改定理解への醸成に努めています。 
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